
地域共生社会の実現に向けた相談支援包括化推進業務

（相談支援包括化推進員）について
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広島市健康福祉局地域共生社会推進課
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【本日お話する内容】

● 地域共生社会の実現に向けた取組について
（重層的支援体制整備事業について）

● 相談支援包括化推進員について

● 相談支援包括化推進員対応事例の紹介
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3厚生労働省作成資料より引用
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地域共生社会の実現に向けた国の動向と市の取組

時期 国の動向 市の取組
平成２８年度 「ニッポン一億総活躍プラン」の閣議決定

○ 「地域共生社会」の実現が盛り込まれる

平成３０年度 改正社会福祉法の施行①

○ 「我が事・丸ごと」の地域福祉推進のため、地域住民
を行政や事業者等と連携・協働して地域福祉の推進に努
める主体に位置付け

○ 市町村が包括的な支援体制づくりに努める旨を規定

・ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための
環境整備

・ 住民に身近な圏域で、分野を超えて地域生活課題に
総合的に対応するための体制整備

・ 支援関係機関等が協働して、複合化した地域生活課
題を解決するための体制整備

○ 地域福祉計画の策定を努力義務化

広島市地域共生社会実現計画（地域福祉計画）の策定

区役所厚生部の再編、保健師地区担当制の導入

地区社会福祉協議会等への新たな支援

相談支援包括化推進員のモデル配置（中区）

令和 ３年度

改正社会福祉法施行②

○ 既存の相談支援等の取組を活かしつつ、包括的な支援
体制の整備を行うため、「重層的支援体制整備事業」を
創設【＝包括的な支援体制の具現化】

令和 ４年度
相談支援包括化推進員の配置拡大（中・安佐南区）

重層的支援体制整備事業の実施に向けた検討会議の設置

令和 ５年度 相談支援包括化推進員の配置拡大予定（２区→４区）

令和 ６年度
相談支援包括化推進員の配置拡大予定（４区→全区）
重層的支援体制整備事業 開始予定



重層的支援体制整備事業について（社会福祉法106条の4第2項）

目的
市町村において、対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を
一体的に実施することにより、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援
体制を整備する

包括的相談支援事業
（社会福祉法第106条の４第２項第１号）

・属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める
・支援機関のネットワークで対応する
・複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事業につなぐ

参加支援事業
（社会福祉法第106条の４第２項第２号）

・社会とのつながりを作るための支援を行う
・利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューをつくる
・本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う

地域づくり事業
（社会福祉法第106条の４第２項第３号）

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する
・交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や人をコーディネートする
・地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活性化を図る

アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業
（社会福祉法第106条の４第２項第４号）

・支援が届いていない人に支援を届ける
・会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談者を見付ける
・本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く

多機関協働事業
（社会福祉法第106条の４第２項第５号）

・市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する
・重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす
・支援関係機関の役割分担を図る

6地域共生社会のポータルサイト（厚生労働省）https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/ より引用



[厚生労働省資料より引用] 7



・ 実線 は社会福祉法上規定されている事業等、 破線 は同法以外の枠組（本市独自の取組を含む）で実施している事業等

・ 必要な事業は既に実施しているため、あとは下記事業以外も含め、重層を構成する事業で求められる機能を一体的に連動させる必要がある

参 加 支 援 地 域 づ く り
包 括 的
相 談 支 援

多 機 関 協 働
ア ウ ト
リ ー チ

高 齢

障 害

子ども

困 窮

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

障 害 者 基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー ・ 障 害 者 相 談 支 援 事 業 所

精 神 保 健 福 祉 相 談 員

子 育 て 世 代 包 括 支 援 セ ン タ ー

く ら し サ ポ ー ト セ ン タ ー

地域介護予防拠点

地域高齢者
交流サロン

生活支援体制
整備事業

地域活動
支援センター

地域子育て
支援センター

生活困窮者支援等の
ための地域づくり

重層的支援体制整備事業を構成する事業と本市で実施している事業等との対応について

保健・医療・福祉
総合相談窓口

地 区 担 当 保 健 師

相談支援包括化推進員【モデル事業】

こ ど も 家 庭 相 談 コ ー ナ ー
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区
担
当

保
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師



地域共生社会の実現に向けた多機関協働による課題解決の取組
（相談支援包括化推進事業）

○ 各分野の相談支援機関からの依頼を受け、地域住民の複雑化・複合化した課題について、各関係
機関の役割分担や支援の方向性などを整理した包括的な支援プランを作成します。

○ 各関係機関の担当者を集めた会議（相談支援包括化推進会議）を開催します。この会議では、相
談支援包括化推進員が作成した包括的な支援プランをもとに支援内容の調整・共有を行い、支援方
針を決定します。

○ 相談支援包括化推進会議で決定した支援プランに基づき、全体の支援状況のモニタリング（進行
管理）を行います。（必要に応じて、支援内容に関する助言や再調整・見直しなども行います。）

○ 既存サービスの活用が困難な課題（制度の狭間の課題も含む。）を抱える世帯や
支援拒否案件など、必要に応じて、適切な関係機関等につながるまでの間、訪問等
による直接的な支援（同行支援等）を行います。

高齢、障害、子ども、生活困窮など様々な分野の課題が絡み合い、個人・世帯単位で複雑化・

複合化した課題について、相談支援包括化推進員が分野を超えた相談支援機関等相互間の連携

による支援の調整（コーディネート）を行うことなどにより、多機関協働による課題解決に取

り組みます。

【相談支援包括化推進員の主な業務】
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相談支援包括化推進員について
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相談支援包括化推進員について
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相談支援包括化推進員について

１ 対応件数等について
(1)  相談対応件数

(2)  令和4年度末時点の対応状況

計 59 136 12 36

世帯 人数 世帯 人数
R3年度以前からの継続対応

R4年度新規対応

中 安佐南

36 93 12 36
23 43

対応終結 35 74 6 19

中 安佐南
世帯 人数 世帯 人数

計 59 136 12 36
継続支援 24 62 6 17

世帯
41
30

71

人数
93
79

172

計

48

71

人数
43

129

172

計
世帯

23

令和４年度相談支援包括化推進員の活動実績について
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２ 支援対象者の属性等について
(1)  属性

ア 年代・性別 （人）

イ 世帯構成等 （人）

計10歳未満 10代 20代 不明90代以上30代 40代 50代 60代 70代 80代
5 7 12 3

計

男性
女性 3 8 9 4 17 11 5 14 11

8 15 21

82
90

1727 28 26 13 20 23

3

3 8

3
5

08 6 1211 15

16
5

21

13 45

計
安佐南

その他
中

母子・父子 高齢者と独身の子単身 3世代同居 計
136
36

172

24 38
0 10 16 5

13 55 40 43

相談支援包括化推進員について
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相談支援包括化推進員について

２ 支援対象者の属性等について
(1)  属性

ウ 相談内容 ※1人あたりの平均相談項目数：2.4項目

中

家庭内暴力 在宅介護が
困難

0 1
33 11 62 9 10 18

病気・けが 知的障害 精神障害 刑余者 家庭での
養育困難

虐待

9 17 25

依存症

家族が不仲 認知症 孤立
借金・

多重債務
経済的困難

40 16 74 9 12 18

8 17 25
7 5 12 0 2

親の年金頼みで

子が無職
ひきこもり その他 計

中 9 13 27 9 38 17 11 36 353

計

0 0安佐南

420

5 5 9 67

計 11 15 28 10 53
安佐南 2 2 1 1 15

22 16 45
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相談支援包括化推進員について

３ 関係機関との連携について
支援開始後 ※支援対象者１人あたりの平均関係機関数：4.6か所

※その他：行政機関（介護保険担当、子ども・子育て担当、精神保健福祉センター等）、保育園、法テラス、成年後見支援センター、近隣住民等

2

計 39 47 39 23 5

2 75 32 24
安佐南 2 0 2 5 5

子ども 医療機関

医療機関

家庭児童
相談ｺｰﾅｰ

生活福祉
資金貸付担当

家計相談
支援担当

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

居宅介護
支援事業所

9 9

行政 社協 介護
生活保護

担当
高齢福祉

担当
障害福祉

担当

中 37 47 37 18

介護ｻｰﾋﾞｽ
事業所

民生委員・
児童委員

11 84 35

安佐南 7 3 2 2 4
中 32 20 23 28 67

地域
警察障害相談

支援事業所
障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ事業所

児童相談所
学校・

教育機関

障害

計 39 23 25 30 71 41 29 231

3

その他※ 計

26

0

798

39 29 215 725
2 0 16 73



● 利用者さんのことだけではなく、そのご家族のことで心配なことがある（例：８０５０問題、ダブルケア）

● 利用者さんのことで、介護サービスの利用だけでは解決できない課題がある（例：精神疾患をお持ちの利用者さんと
近隣の方やサービス事業所との対応について）

● 利用者さんのことで、他分野（障害、生活困窮等）と連携して対応したいが、連携先がわからない・見つからない

● 課題を抱えた利用者さんに介護サービスの利用等を提案したいが、利用者さん本人や家族が支援を拒否している

17

相談支援包括化推進員について

相談支援包括化推進員は、各関係機関の役割分担の整理や支援の方向性の検討を支援します。
制度の狭間にあたるような課題や支援拒否がある場合などは、アウトリーチ（同行支援）も行います。

課題をたちどころに解決することは難しいかもしれませんが、からまった糸（課題）をほぐしたり、
新たな視点からの支援を検討したりすることで、世帯の課題解決の糸口をみなさまと一緒に探します。

お気軽にご相談ください。


